
Ⅰ．はじめに

2020 年東京オリンピック・パラリンピック大

会（以下東京 2020 大会）の開催を控え，オリンピッ

ク・パラリンピックレガシーの一つであるオリン

ピック・パラリンピック教育（以下オリ・パラ教

育）の推進が開催都市である東京都を中心にさま

ざまなプログラムによって行われている 1）．日本

におけるオリ・パラ教育は，オリンピック・パラ

リンピックを題材にして，①スポーツの意義や価

値等に対する国民の理解・関心の向上，②障害者

を含めた多くの国民の幼少期から高齢期までの生

涯を通じたスポーツへの主体的な参画（「する」，

「見る」，「支える」，「調べる」，「創る」）の定着・

拡大，③児童・生徒をはじめとした若者に対する，

これからの社会に求められる資質・能力等の育成，

を推進することを目的としている 2）．スポーツ庁

は 2015 年に「オリンピック・パラリンピック教

育に関する有識者会議」を設置し，2016 年には「オ

リンピック・パラリンピック・ムーブメント全国

展開事業」（以下オリ・パラ事業）を実施している．

オリ・パラ事業はスポーツ庁に加え，内閣官房，

2020 東京オリンピック・パラリンピック組織委

員会，日本オリンピック委員会（以下 JOC），日

本パラリンピック委員会（以下 JPC），日本財団

パラリンピックサポートセンター，そして中核拠

点大学として筑波大学，早稲田大学，日本体育大

学によって推進されている．中核拠点大学はオリ

ンピック・パラリンピック教育推進地域（以下オ

リ・パラ教育推進地域）と連携し，オリンピック・

パラリンピック教育推進校（以下オリ・パラ教育

推進校）の支援を行っている．これに伴い，日本

体 育 大 学（NSSU：Nippon Sport Science Uni-

versity）ではオリンピック・パラリンピック・ムー

ブメント全国展開事業【NSSU-Center for Olym-

pic Paralympic Empowerment（以下 N-COPE）】

を 2016 年に設立した．

N-COPE は 2016 年度に 3 拠点（石川県，高知県，

長崎県），2017 年度には 7 拠点（千葉県，石川県，

兵庫県，高知県，長崎県，千葉市，大阪市），

2018 年度には 11 拠点（北海道，栃木県，千葉県，

石川県，兵庫県，高知県，長崎県，大分県，千葉

市，新潟市，大阪市）を担当し，推進地域全体へ

の支援を行っている．具体的な支援内容として，

地域担当者となるコーディネーター（教育委員会

指導主事等）への支援，地域セミナーおよびワー

クショップの際に推進校教員へのオリ・パラ教育

のレクチャー，推進校の授業実践への支援などが

ある．全国的な広がりをみせているオリ・パラ事

業に関しては年度ごとに事例が報告され 3），実践

事例や活動における特色についての報告も増えて

きた（友添他 2018，宮崎 2019，乳井他 2019）．

他にも国際パラリンピック委員会（以下 IPC）

公認教材である「I’mPOSSIBLE」4）を利用した事

例では佐々木（2018）が授業直後，授業 1 か月後

のアンケートで肯定的な回答が多く，パラリン
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ピックに対して関心を高めていることを報告して

いる．さらに学校現場で既に進められている，高

等学校体育理論領域の単元となる「ドーピングと

スポーツ倫理」においての授業作成の試みでは松

田（2018）がオリンピックムーブメントとドーピ

ングの事例を基に作成するなど，さまざまな事例

が報告され，オリンピック・パラリンピック教育

への深まりをみせている．

本稿は，乳井他（2019）と同様の方法で 2018

年度に N-COPE に報告された取り組みを類別し

紹介する．

Ⅱ．オリ・パラ教育実施校の取組内容

まず，オリ・パラ教育を行ったすべての学校に

おける，講師の派遣状況を示す．（表 1）

さらに講師の派遣状況をオリンピアン，パラリ

ンピアン，アスリート，パラアスリート，ゲスト

ティーチャーに分類したものを示す．（表 2）

表 1 からわかる通り，オリ・パラ教育を実施し

ている学校および地域拠点主催イベント（合計

225 回）のうち 86％（193 回）が講師を派遣して

実践していることが明らかとなった．2017 年度

（81％）と同様に高い割合で派遣講師を利用しな

がらオリ・パラ教育が実践されていることを示し

ている．

表２の内訳をみると，オリンピアンが 19％，

パラリンピアンが 17％，アスリートが 11％，パ

ラアスリートが 16％，ゲストティーチャーが

36％であった．オリンピアンとアスリートを合計

すると 31％，パラリンピアンとパラアスリート

を合計すると 34％となり，パラ関係者の方が多

いという結果となった．

また，派遣された講師をオリンピアン，パラリ

ンピアン，アスリート，パラアスリート，ゲスト

ティーチャーに分類し，それぞれの取組内容を示

した（表 3 ～表 7）．さらにゲストティーチャー

については業種別の内訳を示した（表 8）．

表 3 のオリンピアン派遣内訳をみると，1988

年夏季ソウル大会に出場した古賀稔彦氏（柔道），

佐藤寿治氏（体操競技），冬季カルガリー大会に

出場した阿部雅司氏（スキー・ノルディック複合）

から 2016 年リオデジャネイロ大会に出場し，東

京大会の出場を目指している 3 名の選手，小堀勇

気氏（競泳），上田藍氏（トライアスロン），右代

啓祐氏（陸上競技）まで幅広い年代でのオリンピ

アンが派遣されている．また，石川多映子氏（ソ

フトボール）が 5 回，齋藤春香氏（ソフトボール）

4 回，右代啓祐氏（陸上競技）が 3 回，山本隆弘

氏（バレーボール）3 回，齋藤仁志氏（陸上競技）

3 回、西山麗氏（ソフトボール）2 回，弘山晴美

氏（陸上競技）が 2 回と複数回派遣されている．

延べ 62 回のうち 45 名のオリンピアンが派遣され

ているが，その中で冬季オリンピックに出場した

のは 4 名であった．N-COPE が担当した地域別に

みると，栃木県が 24 回，千葉県が 17 回，石川県

が 7 回，兵庫県が５回，北海道が３回，大分県が

３回，長崎県が２回，高知県が１回，オリンピア

ンを派遣しており，千葉市，新潟市，大阪市はオ

リンピアンの派遣がなかった．

表 1　講師派遣状況

あり なし
実施校および
イベント合計

193（86%） 32（14%） 225（100%）

表 2　講師派遣内訳
オリンピアン パラリンピアン アスリート パラアスリート ゲストティーチャー 合計

62（19%） 56（17%） 36（11%） 52（16%） 116（36%） 322（100%）

※オリ・パラ教育を実施している学校の中で複数の講師を派遣している学校があるため実施校と講師派遣の合計数が異なっている．
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表 3　派遣講師オリンピアン
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表 4　派遣講師パラリンピアン
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表 4 のパラリンピアン派遣内訳をみると，1988

年ソウル大会に出場した永尾嘉章氏（陸上競技）

から 2016 年リオデジャネイロ大会，2018 年平昌

大会に出場し，東京大会，2022 年北京大会の出

場を目指している現役選手など幅広い年代でのパ

ラリンピアンが派遣されている．また，神保康弘

氏（車いすバスケットボール）が 5 回，増渕倫巳

氏（車いすバスケットボール）が 4 回，副島正純

氏（陸上競技）が 4 回，鈴木徹氏（陸上競技）が

3 回，佐藤圭太氏（陸上競技）が 3 回，古城曉博

氏（陸上競技），秦由加子氏（トライアスロン），

三澤拓氏（アルペンスキー），伊藤真波氏（競泳），

池崎大輔氏（車いすラグビー），眞田卓氏（車い

すテニス）が 2 回となり，38 名のうち 11 名が複

表 5　2018 年度オリ・パラ事業派遣講師アスリート
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表 6　2018 年度オリ・パラ事業派遣講師パラアスリート
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数回派遣されていた．延べ 56 回で 38 名が派遣さ

れたが，その内 16 名のパラリンピアンが 2020 年

東京大会，2022 年北京大会の出場を目指し，現

役選手を継続している．この数は表 3 で示した 3

名の現役オリンピアンに比べると多いものであ

る．また冬季パラリンピックに出場したのは 3 名

であった．地域別にみると，千葉県が 19 回，栃

木県が 12 回，兵庫県が 7 回，北海道，長崎県，

大分県が 4 回，大阪市，高知県が 3 回，石川県が

1 回，パラリンピアンを派遣しており，千葉市，

新潟市はパラリンピアンの派遣がなかった．

表 5 のアスリート派遣内訳をみると，サッカー

選手が 10 回，陸上選手が 8 回，バスケットボー

ル選手が 4 回など体育の授業等で日常的に行われ

る知名度の高い競技の選手が多く派遣されてい

た．また，サッカーやバスケットボール選手の多

くは地元のプロチームに所属する外国人選手であ

り，合計 13 回派遣されていた．一方で学校の体

育等では馴染みのないサーフィン、近代五種、フェ

ンシング、水球などの選手も派遣されていた．地

域別にみると千葉県が 13 回，新潟市が 7 回，栃

木県が 5 回，高知県が 4 回，長崎県が 3 回，大阪

市，兵庫県が 2 回，アスリートを派遣しており，

北海道，千葉市，石川県，大分県はアスリートの

派遣がなかった．

表 6 のパラアスリート派遣内訳をみると，車い

すバスケットボール選手が 26 回，ボッチャ選手

が 6 回，車いすラグビー選手が 5 回など複数回派

遣されている．延べ 52 回のパラアスリートの派

遣のうち，半数となる 26 回が車いすバスケット

ボール選手であった．またデフサッカー，デフ陸

上競技，アンプティサッカー，視覚障がい者クラ

イマーといったパラリンピックでは行われない競

技の選手も派遣されていた．地域別にみると，千

葉県が 15 回，新潟市，高知県が 10 回，大分県が

8 回，大阪市が 5 回，石川県が 3 回，栃木県が 1 回，

パラアスリートを派遣しており，北海道，千葉市，

兵庫県，長崎県はパラアスリートの派遣がなかっ

た．

表 7 のゲストティーチャーにおいて，講師の業

種や取組内容をみると，それぞれの実践目的に合

わせ，コーチや用具のメンテナンスに関わるチー

ムスタッフ，留学や地元に在住している外国人，

障がい者やパラスポーツと直接関わっている自治

体や社会福祉施設職員，競技の運営や強化に関わ

る競技団体スタッフ，地域の伝統文化講師，障が

いを持っている方など多岐に渡る業種の方々が講

師として招聘されていた．中でもパラリンピック

や障がい者スポーツ，障がいに関わる内容は全

115回のうち67回行われていた．地域別にみると，

千葉県が 62 回，高知県が 26 回，石川県が 12 回，

北海道，大阪市が 5 回，栃木県，兵庫県が 2 回，

新潟市が 1 回，ゲストティーチャーを派遣してお

り，長崎県，大分県はゲストティーチャーの派遣

がなかった．

表 8 のゲストティーチャー業種内訳をみると，

競技団体が 22％，大学教員が 17％，スポーツ関

係団体 11％，社会福祉施設職員，自治体職員（福

祉関係を含む）がそれぞれ 10％，外国人講師が

5％，医療従事者が 4％，公立学校教員，公認指

導員がそれぞれ 3％，その他が 15％であった．

業種内訳でその他（15％）として振り分けた特

徴的な取り組みを 7 つ紹介する．1 つ目は「上総

おどり」，「茶道」，「牛馬つくり」，「箏」，「おっしょ

べ音頭」など，地域の伝統文化を伝えるため，地

元在住の講師による伝統文化体験である．2 つ目

は実技指導および体験等を行うため，順天堂大学

陸上競技部，順天堂大学体操部所属の現役学生が

講師として練習会を実施した．3 つ目は障がい者

への理解を深めることを目的として，地域在住の

視覚障がい者を講師として点字や盲導犬との生活

についての学習が行われた．4 つ目はボランティ

ア精神やおもてなしの心を育てることを目的とし

て，「大人と子供のための読み聞かせの会」によ
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表 7　派遣講師ゲストティチャー
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る公演，「石川県掃除に学ぶ会」の清掃ボランティ

アが行われた．5 つ目は体力向上・走力向上を目

的として，「㈱スポレングス」によるかけっこ教

室が行われた．6 つ目はおもてなしの心を育てる

ことを目的として，地元企業によるマナー教室が

行われた．7 つ目は地域の伝統文化の理解を深め

ることを目的として，地元在住の農業従事者を講

師に田植え体験，地元在住の高齢者を招いてふれ

あい学習が行われた．

このようにそれぞれのテーマに沿って，地域の

人材を活用しながらさまざまな実践が行われ，広

がりをみせている．

Ⅲ．まとめ

本稿ではオリ・パラ事業における実践報告書を

表 8　ゲストティーチャー業種内訳

教員 大学教員 競技団体
外国人
講師

スポーツ
関係団体

公認
指導員

社会福祉
施設職員

自治体職員
（福祉関係を

含む）

医療
従事者

その他 合計

3（3%） 19（17%） 25（22%） 6（5%） 13（11%） 3（3%） 12（10%） 12（10%） 5（4%） 17（15%）115（100%）
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もとに特徴把握に向けた講師派遣の内容分析を

行った．オリ・パラ教育の理解が深まっていくこ

とでテーマに合わせた人材を活用し，オリンピア

ン・パラリンピアンに拘らず，地域在住や地域出

身などゆかりのあるアスリートの派遣が増えてい

ることが確認できる．岡田他（2018）はオリ・パ

ラ教育を継続的に実施する上の困難として「事務

手続きの手間」，「よい実践への準備」をあげてい

る．オリンピアンやパラリンピアンを派遣する際

に日程調整や講師の選定などさまざまな事務手続

きが必要となり，教員の負担となっていることを

考えると著名なオリンピアン・パラリンピアンを

招聘するよりも地元在住や地元出身のアスリート

やパラアスリートを招聘する方が日程調整や講師

との連携も取りやすくなる．教員の負担も軽減す

ることから，こうしたアスリートやパラアスリー

トの招聘が増加したと考えられる．また N-COPE

が支援している地域セミナーにおいては，オリン

ピアンやパラリンピアンなどトップアスリートの

派遣に拘らず，5 つのテーマに沿って，それぞれ

のテーマに見合った講師を選定し，実践の計画を

促している．この点も影響していることが考えら

れる．しかし，報告書からは「アスリートが多忙

のため，十分な打ち合わせができなかった．」，「講

師や教室の内容など連絡調整が直前にならないと

分からない．」，「日時の調整が難しい．」など日程

調整に関すること，「オリ・パラ教育の定着のた

めには低学年からの取組が必要である」，「保護者，

地域も巻き込んだ活動，学習を展開していく必要

がある．」，「児童だけでなく，地域も巻き込んで

の活動に発展させていきたい．」などオリ・パラ

教育の継続や拡大に向けた課題，「オリンピアン

を招聘するための経費の確保が難しい」，「学校の

みで競技用車いすなどの大型の用具を調達するの

は困難」，「活動内容によっては自校での用具の準

備が難しい」など，岡田他（2018）と同様に環境

面に関するさまざまな視点から多くの課題が挙げ

られており，オリ・パラ教育の継続や定着に向け

てはこのような課題の解決策を見いだしていくこ

とが急務である．

依田他（2017）はオリンピック・パラリンピッ

ク教育の現状と課題について，各都道府県教育委

員会担当者を対象とした調査を行い，招聘した講

師は「オリンピック選手」が最も高い値であった

が，今後どのような講師を派遣したいかで最も高

い値を示したのは「パラリンピック選手」であっ

たことを明らかにしている．

本稿で明らかにした通り，パラリンピアンとパ

ラリンピックを目指しているパラアスリートの派

遣を合計すると 2018 年度 34％（延べ 108 回）で

あり，オリンピアン・パラリンピアンだけではな

いが，オリンピアンを含めた健常者アスリートよ

りもパラリンピアンを含めたパラアスリートが増

加している．本稿の結果が，依田ほか（2017）の

調査結果による都道府県教育委員会担当者の意向

が形となって表れてきていると考えることができ

る．また，この背景には 2016 年から日本財団パ

ラリンピックサポートセンターが行っているあす

チャレ！ School 5）などによってパラリンピック

やパラスポーツへの理解が深まってきたことも考

えられるだろう．

またゲストティーチャーの業種内訳では理学療

法士，薬剤師，小児科医などの医療従事者が障が

い者スポーツやスポーツに関わる専門的な知識を

学習することを目的として派遣されていた．派遣

講師内訳（表 2）やゲストティーチャーの業種内

訳（表 8）をみても，パラスポーツや障がい者へ

の理解を深めることを目的とした実践が増えてい

る．これは総合的な学習の時間において福祉の学

習に関連付けた取り組みや IPC 公認教材である

「I’mPOSSIBLE」を活用し，パラリンピックやパ

ラスポーツへの理解を深めていく学習が多く実践

されていることがこのような結果に繋がったと考

えることができる．

本稿ではオリ・パラ教育実践の特徴把握に向け

て講師派遣の内容分析を乳井他（2019）と同様の

方法で行った．パラリンピアンやパラスポーツ選

手の派遣が増えてきたことや，ゲストティー
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チャーの業種が増えるなど，さまざまな人材が活

用され，テーマに応じたオリ・パラ教育が展開さ

れてくるようになってきたことが確認できる．こ

のような広がりから東京 2020 大会後にオリ・パ

ラ教育がレガシーとして受け継がれるためには，

学校現場で児童・生徒と直接接する先生方に対し

て，実践方法に関する具体的な方策や情報提供等

の支援をさらに充実させることが重要となってく

る．また，児童・生徒だけでなく保護者や地域と

ともに取り組み，幅広い年代が同時に関わること

ができる方策も検討していくことが必要であると

感じた．しかし本稿は N-COPE が支援している

11 地域 225 校の実践を基にした報告となるため，

地域によって推進校数や校種，学校での実施回数

もばらつきがある．全国で行われているオリ・パ

ラ教育の実践データ 6）と効果の検証を積み重ねて

いくことが必要であり，今後の課題としたい．

注
1） 東京都教育委員会（2016）「東京都オリンピッ

ク・パラリンピック教育」実施方針．

 （https://www.o.p.edu.metro.tokyo.jp/opedu/

static/page/admin-school/pdf/ 20q1e202.pdf）

 代表的なもとして東京 2020 教育プログラムが

挙げることができる．東京 2020 教育プログラ

ムは東京 2020 参画プログラムの一部としても

位置付けられ，この東京 2020 参画プログラム

には，スポーツ・健康，街づくり，持続可能性，

文化，教育，経済・テクノロジー，復興，オー

ル・ジャパン・世界への発信の 8 つの分野が

設けられている．公益財団法人東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会組織委員会 HP

を参照．https://tokyo2020.jp/jp/get-involved 

/certification/logo/

 また他にも，パナソニック株式会社による「オ

リンピックとパラリンピックを題材とした教

育プログラム」といった企業によるプログラ

ムも存在する．

 （https://www.panasonic.com/jp/corporate/

sustainability/citizenship/child/education/

program.html）
2） オリンピック・パラリンピック教育に関する

有識者会議（2016）オリンピック・パラリンピッ

ク教育推進に向けて最終報告．p. 4. http://

www.mext.go.jp/sports/b_menu/shingi/ 

004_index/toushin/__icsFiles/afieldfile/ 

2016/07/29/1375094_01.pdf
3） N-COPE（2019）平成 30 年度スポーツ庁委託

事業　オリンピック・パラリンピック・ムー

ブメント全国展開事業報告書 https://www.

nittai.ac.jp/ncope/reports/index.html．
4） 公益財団法人日本障がい者スポーツ協会

（2017）I’mPOSSIBLE．
5） 日本財団パラリンピックサポートセンター，

あすチャレ！ School，

 https://www.parasapo.tokyo/asuchalle/

school/.
6） 筑波大学オリンピック教育プラットフォーム

（CORE），N-COPE，早稲田大学オリンピック・

パラリンピック教育研究センター（ROPE）

による実践事例集が下記にて公開されてい

る．CORE，N-COPE，ROPE（2019）平成 30

年度スポーツ庁委託事業オリンピック・パラ

リンピック・ムーブメント全国展開事業実践

事例集．

 http://core.taiiku.tsukuba.ac.jp/wp-content/

uploads/2019/07/201900e899103b331ab8e1 

b822cf6d70-1.pdf
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